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１．沖縄県の地域医療構想における課題
（沖縄県地域医療構想セミナー2025の概要）
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2040年に向けた新たな地域医療構想で踏まえるべき前提

「85歳以上」の急増と

医療ニーズの変化

「治し、支える医療」の強化と

地域のネットワークの構築
現行システムの持続可能性

沖縄県は全国と比べて入院の受

療率が高く、今後の高齢者人口

の伸びも大きい。特に85歳以上
が急増することに伴い、医療需

要は慢性疾患の増悪・複合的な
介護ニーズの対応が求められる。
「治す医療」から「治し、支え

る医療」にシフトする必要があ

る。

沖縄県は急性期医療が充実して

いる一方で、一部の医療機関に
負担が偏っている傾向にある。
働き手の減少に伴い、医療従事

者の確保が難化している、人員
配置の多い急性期病床の維持、
増加し続ける搬送に対する病院

前救護の体制強化には限界があ
る。特に救急に依存しない急変

対応を強化する必要がある。

住民が住み慣れた地域で暮らし

続けるために地域包括ケアシス
テムの構築と「治し、支える医
療」の強化が必要である。包括

期医療の充足と、限られた資源
の中でも機能を強化できるネッ

トワークを強化する必要がある。

2040年に向けた新たな地域医療構想のコンセプトは沖縄県においても重要。

制約条件（地理、資源量、提供体制の構造、歴史による経路依存等）は全国と異なっていても、

あるべき姿や解決策の方向性は基本的には同じ。

共通認識を創り、実行に移せているかが地域の差となる。
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参考｜沖縄県の需要と供給状況

✓直近の10年程度は入院患者数および外来患者数が減少している。救急搬送件数は大幅に増加しているが、

医師数も増加している。

✓救急搬送や在宅患者のニーズは今後も増加が見込まれるが、生産年齢人口が減少するため、これまで以上に

医療提供体制を維持することが困難になると思われる。

出所：沖縄県地域医療構想セミナー2025（日本経営作成資料）
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参考｜沖縄県の受療率の変化と今後の将来推計

✓ 医療提供体制の整備だけでなく、需要を適切に抑制する目線をもつことが重要。

1.26倍

全国レベルの受療率まで
下げることができるか？

0.83倍

適切な受療行動となっているか？
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2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 推移 2030年比 2040年比 2050年比

人口総数（人） 1,467,480 1,462,068 1,458,604 1,450,619 1,438,171 1,418,775 1,391,013 99% 98% 95%

年少人口 243,943 228,503 213,072 204,206 201,219 197,839 191,609 87% 82% 79%

生産年齢人口 892,133 870,970 858,365 835,943 794,188 760,373 731,708 96% 89% 82%

高齢者 331,404 362,595 387,167 410,470 442,764 460,563 467,696 117% 134% 141%

うち、後期高齢者 158,262 182,266 216,640 238,685 252,844 264,667 283,764 137% 160% 179%

入院患者数（人／日） 11,245 12,290 13,271 14,350 15,466 16,019 16,366 118% 138% 146%

外来患者数（人／日） 51,450 52,998 54,901 56,144 57,039 57,287 57,157 107% 111% 111%

DPC患者数（人／日） 3,264 3,429 3,625 3,784 3,904 3,967 4,008 111% 120% 123%

手術件数（件／年） 175,578 181,370 187,574 192,098 194,586 195,636 195,033 107% 111% 111%

在宅患者数（人／月） 6,529 7,503 8,462 9,480 11,051 12,193 12,575 130% 169% 193%

要介護者数（人） 59,617 67,153 74,316 84,989 95,892 101,729 104,890 125% 161% 176%

参考｜沖縄県全体と北部医療圏の需要推計

出所：沖縄県地域医療構想セミナー2025（日本経営作成資料）

沖縄県全体

北部医療圏

2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 推移 2030年比 2040年比 2050年比

人口総数（人） 100,751 99,593 97,406 95,012 92,496 89,750 86,579 97% 92% 86%

年少人口 15,836 15,103 13,795 12,759 12,363 12,035 11,559 87% 78% 73%

生産年齢人口 58,139 55,407 53,439 51,857 48,854 45,902 43,213 92% 84% 74%

高齢者 26,776 29,083 30,172 30,396 31,279 31,813 31,807 113% 117% 119%

うち、後期高齢者 12,750 14,295 17,165 19,098 19,613 19,239 19,455 135% 154% 153%

入院患者数（人／日） 893 940 997 1,069 1,135 1,150 1,133 112% 127% 127%

外来患者数（人／日） 3,722 3,789 3,860 3,870 3,843 3,771 3,684 104% 103% 99%

DPC患者数（人／日） 245 253 263 269 271 268 264 107% 111% 108%

手術件数（件／年） 12,767 13,053 13,282 13,323 13,150 12,879 12,568 104% 103% 98%

在宅患者数（人／月） 585 606 654 729 855 943 946 112% 146% 162%

要介護者数（人） 5,054 5,308 5,755 6,559 7,357 7,662 7,540 114% 146% 149%
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沖縄の救急医療の分析サマリ

アウトカムベースでは深刻な課題ではないが供給面でみると一部の医療機関への負担が大きく、持続可能性が

高いとはいえない状態にある。

需要 供給＞

発生率

人口

疾病構造、受療動向

人口、高齢化率、

×

医療機関数

1医療機関あた

りの受入件数

一次救急、二次救急、
三次救急、連携体制

一部の医療機関への集
中 or 分散

×

人口10万人あたりの救急搬送人員数は
全国よりも多い

高齢化率が低い
高齢者は今後増加
後期高齢者も今後増加

告示病院が少ない
三次救急は適切な範囲
※救急専門医は多い

一部の医療機関に集中
ウォークインを含めると、
全国トップレベルの受入
件数

全体の発生率は高い
高齢者の発生率は高い
軽症も重症も高い

一部の医療機関に集中しているため、
救急対応の負担が大きい
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沖縄県の救急医療の発生率（年齢調整にて全国と比較）

沖縄県の救急搬送の発生率は高く、今後の高齢化に伴い、大幅な需要増加が見込まれる。軽症者の増加にとも

ない、受入医療機関の負担は増加し、重症者の対応が困難となるリスクも考えられる。

出所：沖縄県地域医療構想セミナー2025（日本経営作成資料）

沖縄県救急搬送データ（2022）、令和４年中の救急搬送における医療機関の受入れ状況等実態調査の結果より作成
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死亡とは、初診時において死亡が確認されたもの。
重症とは、傷病程度が3週間の入院加療を必要とするもの以上をいう。
中等症とは、傷病程度が重症または軽症以外のものをいう。
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北部医療圏のデータからみえる課題

地域医療構想の
進捗

✓ 地域医療構想における2025年時点の必要病床数に対して現状の病床数が上回っている。
✓ 高度急性期と急性期の合計は必要病床数を上回っているが、統合再編を進めることで解消され

る見込み。

救急医療
5疾病6事業等

✓ 救急搬送は県立北部病院と北部地区医師会病院に集中している。
✓ 県立北部病院はウォークインを含めても2万件以上の受入件数であり負担が大きいため、統合

再編により救急医療の提供体制を強化する必要がある。

急性期
～包括期

✓ 急性期機能および地域包括ケア病棟のようなサブアキュート等を担う医療機関は県立北部病院
と北部地区医師会病院のみ。

✓ 回復期リハ病棟は3病院あるが、病床稼働率が低い、または、リハビリの単位数が少ない。限
られたセラピスト数の中で、高齢者へのリハビリ提供のあり方を検討する必要がある。

慢性期

✓ 病床数は多いが、全体的に病床稼働率は高い。一方で、医療区分3の医療度の高い患者層が少
ない病棟が見られる。診療報酬改定の厳格化により収益性が低下するリスクがある。

✓ 慢性期の需要が高まる中で、重度者を受け入れる療養病棟を強化しつつ、在宅医療や介護施設
とあわせて、慢性期の受け皿のあり方を検討する必要がある。

在宅医療
✓ 病院数および診療所数が少ない地域であるが、概ね在宅医療については役割分担がされている

模様。介護施設が多く、介護職の人材確保に苦慮すると考えられる。アクセスの状況とあわせ
て効率的な医療介護の提供体制を検討する必要がある。
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２．新たな地域医療構想の概要
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新たな地域医療構想に関するとりまとめの概要

目指すべき方向性及び基本的な考え方において、外来･在宅、介護連携等も地域医療構想の対象とする旨が明

記されている。

出典：厚生労働省「第1回地域医療構想及び医療計画等に関する検討会」

資料2 地域医療構想及び医療計画等に関する検討会及びワーキンググループの議論の進め方等について（一部加工）
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医療機関機能の考え方（治し支える医療の重要性）

新たな地域医療構想においては医療機関機能に着目して役割分担を推進していくことが見込まれる。本分析に

おいては、在宅医療等連携機能に着目して分析を実施している。

出典：厚生労働省「第1回地域医療構想及び医療計画等に関する検討会」

資料2 地域医療構想及び医療計画等に関する検討会及びワーキンググループの議論の進め方等について（一部加工）
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外来・在宅医療にかかる現状と課題

高齢者救急の増加や需給バランスの変化が見込まれるため、外来・在宅・介護連携により救急搬送や状態悪化

の減少等が図られるように、かかりつけ医機能の確保・強化などが論点となっている。

出典：第11回新たな地域医療構想等に関する検討会

資料1 新たな地域医療構想について（外来・在宅医療・介護との連携等、医療機能） 一部加工
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急性期拠点機能と高齢者救急・地域急性期機能の役割分担

急性期医療については「急性期拠点機能」と「高齢者救急・地域急性期」の役割に分かれる見込みとなる。

地域ニーズの変化に合わせて、沖縄県の救急体制とそれを支える役割を整理する必要がある。

出所：第８回地域医療構想及び医療計画等に関する検討会
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地域におけるポジショニング及び地域に必要な機能に対応した病床規模の検討
人口規模に対する医療機関機能の役割

出所：第３回地域医療構想及び医療計画等に関する検討会 資料1

南部：74万人程度
中部：52万人程度

北部 ：10万人程度
宮古 ：5万人程度

八重山：5万人程度
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急増する救急搬送に対応するために沖縄県が考えるべきこと

高齢者救急の増加に向けて、沖縄県においては以下の対策を検討する必要がある。県主体の領域だけでなく、

市町村主体の取り組みも多く含まれるため、今後の取り組みにおいては多くの関係者における効率的かつ実効

性のある協議を目指す必要がある。

１．急変対応の発生率を下げる

・予防・健康増進の促進

・外来医療、健診等における日々の健康管理

・在宅医療・介護の連携による適切なケア

→かかりつけ医の機能強化、市町村単位の医療のあり方の検討

２．適切な救急搬送の利用

・地域住民への情報発信

・#7119,#8000の利用

・在宅患者、介護施設利用者の急変対応

・ACPやDNARの推進

→地域住民、医療機関及び介護事業所への普及啓発

３．救急医療の役割分担

・急性期拠点機能と高齢者救急・地域急性期機能の役割分担

・役割分担に向けた連携体制の検討（下り搬送、情報連携等）

→地域医療構想の見直しと推進
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高齢者救急の流れの転換、急変対応の重要性

かかりつけ医、在宅医の急変対応が不十分で「救急搬送」へ集中

「かかりつけ医・訪問看護」と「地域密着型病院」が地域を支える
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外来、在宅、医療・介護連携の急変対応

本分析においては、オープンデータ等から、日々の療養支援と急変対応の2つの観点で外来、在宅、医療介護

連携について確認する。

外来受診のみ

（かかりつけ医が対応）

在宅／高齢者住宅患者

介護施設の利用者

急性期

イベントの
発生

三次救急病院

二次救急病院

その他の病院

／ 診療所

自院

（かかりつけ医、在宅）

施設利用者等は協力医療機関※が望ましい
※介護施設と事前に連携している医療機関

自院で対応できるのが望ましい

過度な負担を避けたい

過度な負担を避けたい

継続的な健康管理ができているか？

定期的な訪問、必要なサービスが
提供できているか？

適切なケアを提供できているか？

日々の療養・生活の支援 急変対応の場所
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３．外来医療の提供状況とかかりつけ医機能における論点
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外来医療のあり方（国立市医療計画）

専門的な外来や地域の拠点となる病院の外来機能の分化も進める必要があるが、メインはかかりつけ医機能の

確保である。日々の健康管理により、患者の療養生活を支え、不要な入院を防止することが望ましい。

出所：国立市医療計画（2019年3月）

＋外来医療の機能分化

＋継続的な介護サービ
スの確保
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外来医療の政策の概要（外来の機能分化・連携と、かかりつけ医機能の強化）

現在、外来医療においては2つの政策が進められている。

出所：第11回新たな地域医療構想等に関する検討会 資料1



2026 © NIHONKEIEI Co.,Ltd. 23

かかりつけ医機能に求められる機能

在宅医療と合わせて、通常の診療時間外の診療や高齢者に対する包括的な医療提供についても分析が必要であ

る。

出典：令和6年9月5日「第110回社会保障審議会医療部会」資料3 （一部加工）
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外来医療における圏域単位の考え方

外来医療においては多くの論点があり、協議（又は分析）すべき地域単位も異なっている。それぞれの論点を

地域単位で整理をし、地域全体の医療提供体制の課題を整理することが肝要と考える。

外来の細分化した論点
二次
医療圏

市町村
日常生活
圏域

要点

① かかりつけ機能・健康管理
（初期対応・慢性疾患の継続管理）

弱 中 強
地域包括ケアは市町村等が地域特性に応じて構築し、生活に近い単位で医
療・介護等を一体提供する体制を構築することが想定されている。

② 予防・健診→受診勧奨
（重症化予防への導線）

弱 強 強
市町村（保険者）は給付分析やニーズ調査等で課題把握し、介護保険事
業計画等を策定・実施する（地域課題ベースの介入）。

③ 紹介・逆紹介ルール
（診療所 病院の役割分担）

強 弱 中
外来医療計画の対象区域は原則二次医療圏であり、効率的な体制を目指す
ために機能分化（基幹病院・中小病院・診療所の役割整理）を進めていく。

④ 専門外来の集約・配置
（循環器・糖尿病・がん等）

強 弱 弱
外来提供体制の確保を「一定程度完結する区域単位（原則二次医療
圏）」で設計する枠組みが想定されている。

⑤ 夜間休日・外来救急の入口設計
（発熱/小児/軽症等）

強 中 中
市町村単位で確保が難しい場合に、二次医療圏等の単位で地域の受療動向
等を踏まえた提供体制の確保する必要がある。

⑥ 外来機能の不足補完
（空白地、医師偏在、巡回・派遣）

強 中 中
外来医師の不足地域や不足している機能を外来医療計画で明確にし、当該
機能を有することを要請することができる。

⑦ オンライン診療・遠隔連携の適用領
域（離島含む）

強 中 中
遠隔医療（オンライン診療含む）の活用を、医療関係団体・派遣元医療機
関・都道府県・市町村等が連携して推進する。

⑧ 外来の“患者の流れ”の見える化 中 中 強
地域のアクセス状況や、重症化の状況、地域の資源の確保状況等を分析し、
PDCAを進める仕組みが必要である。
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データから見る沖縄県及び北部医療圏の外来医療の課題
（他の圏域、市町村別のデータは別紙P. 3参照）

北部医療圏は県全体と同様に外来受診が少なく、特に再診の受診が少ない。その結果として、時間外の初診に

つながっている可能性があり、救急病院への搬送及びウォークインに繋がっている可能性がある。

出所：内閣府 医療提供状況の地域差（SCR）令和4年度診療分 より日本経営が作成

※各都道府県の年齢構成を調整し、レセプトの出現比（SCR）として指数化（全国平均と同じ診療回数が行われた場合には指数が100となる）

患者住所地の人口から期待値を推計し、施設所在地ベースの件数と比較しているため、患者の流入がある地域は100を上回りやすい。
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地域包括診療加算等

地域包括診療料等

生活習慣病管理料等

沖縄県 北部医療圏

200床以上の病院の再診

200床未満の病院、診療所の再診

診療所の時間外対応（電話対応含む）の体制を評価する加算

かかりつけ医機能を評価した加算（時間外対応、専門医療機関の紹介、保健・福祉サービスに係る相談 等）

生活習慣病患者への包括的な診療の提供（加算は診療所のみ）、時間外の対応等の体制面の施設基準あり。

生活習慣病患者への包括的な診療の提供（加算は診療所のみ）、時間外の対応等の体制面の施設基準あり。

生活習慣病患者への包括的な診療の提供
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令和8年度診療報酬改定の論点

1月9日の中央社会保険医療協議会において、以下の内容が整理をされている。外来医療においては、地域に

おける議論や緩やかな機能分化により進めていたが、今後は制度による規制や「構造的な誘導」が強化される

ことが考えられる。

（以下、抜粋）

Ⅱ－３ かかりつけ医機能、かかりつけ歯科医機能、かかりつけ薬剤師機能の評価

(1) かかりつけ医機能に係る体制整備を推進する観点から、機能強化加算の要件等を見直す。

(2) 生活習慣病に対する質の高い疾病管理を推進する観点から、生活習慣病管理料（Ⅰ）及び（Ⅱ）を見直す。

(3) 特定疾患療養管理料は、プライマリケア機能を担う地域のかかりつけ医師が計画的に療養上の管理を行う

ことを評価したものであることを踏まえ、当該管理が適切に実施されるようその対象疾患の要件を見直す。

(4) 地域包括診療加算等について、対象疾患を有する要介護高齢者等への継続的かつ全人的な医療を推進する

観点や、適切な服薬指導の実施を推進する観点から、対象患者や要件を見直す。

(5) 休日・夜間等の問い合わせや受診へ対応する体制整備を更に推進する観点から、時間外対応加算の評価を

見直す。

Ⅱ－８ 医師の地域偏在対策の推進

(3) 改正医療法に基づき都道府県知事が行う、地域で不足している医療機能等に係る医療提供の要請に応じず、

保険医療機関の指定が３年以内とされた医療機関は、地域医療への寄与が不十分との位置付けであることを踏

まえ、当該医療機関については機能強化加算、地域包括診療加算及び地域包括診療料の対象としない等、評価

を見直す。
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４．慢性期ニーズへの対応状況と在宅医療の論点
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